
 

 

千葉市監査委員告示第１１号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、定期監査、

行政監査及び財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉

市長から通知がありましたので、公表します。 

 

    平成２９年１０月３１日 

 

千葉市監査委員 清 水 謙 司 

同       宮 原 清 貴 

同       川 合 隆 史 

同       宇留間 又衛門 



 

 

２９千総総第５８０号 

平成２９年１０月２７日 

 

 千葉市監査委員 清 水  謙 司 様 

 同       宮 原 清 貴 様 

 同       川 合 隆 史 様 

 同       宇留間 又衛門 様 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成２７年度監査報告第８号及び第１０号、平成２８年度監査報告第９号、第１１号及

び第１２号により報告のあった監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により別紙のとおり通知します。 

 



 

 

報告書番号 ２８監査報告第１１号 

監査の種類 工事定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）設計・積算について改善すべき事項 

ア 建築物の確認に関する手続きを適正

に行うべきもの 

［都市局：花島公園緑園ゾーン整備工

事］ 

建築基準法によると、都市計画区域内

において建築物を新築しようとする場

合、当該工事に着手する前に、建築主事

の確認を受けなければならないとされ

ており、建築主が建築主事を置く市であ

る場合においては、建築主事に通知しな

ければならないとされている。 

しかしながら、本工事においては、公

衆便所を新築したにもかかわらず、建築

主事に通知していなかった。 

建築物の確認に関する手続きについ

ては、建築基準法に基づき適正に行われ

たい。 

 

 

 

 

 

建築物の確認に関する手続きについては、 

平成２９年８月１７日に公園緑地部長から

公園緑地部各所属長に対し文書で通知し、建

築基準法に基づき適正に行うよう、所属職員

へ周知徹底を図った。 

 なお、当該建築物については、建築基準法

第１２条第５項の規定に基づき、建築主事に

報告を行った。 

イ 新営工事と改修工事を一括して発注

する場合の共通費の積算を適正に行う

べきもの 

［都市局：千葉市動物公園子どもゾーン

ウマ舎新築外工事、旧高浜第二小学校跡

施設校舎大規模改造工事、旧千葉市立高

浜第二小学校屋内運動場非構造部材等

耐震対策外工事］ 

公共建築工事積算基準等資料による

と、新営工事と改修工事を一括して発注

する場合、共通仮設費及び現場管理費

は、新営工事と改修工事に区分して算定

するものとされている。 

しかしながら、千葉市動物公園子ども

ゾーンウマ舎新築外工事においては、改

修工事を含むにもかかわらず、すべてを

新営工事とし、また、旧高浜第二小学校

跡施設校舎大規模改造工事外１件にお

いては、新営工事を含むにもかかわら

ず、すべてを改修工事として共通仮設費

及び現場管理費を算定していた。 

新営工事と改修工事を一括して発注

 

 

 

 

 

 

 

 

新営工事と改修工事とを一括して発注す

る場合の共通費の積算については、平成２９

年５月９日に建築部長から建築部工事担当

課長に対し文書で通知し、公共建築工事積算

基準等資料により算定するよう、所属職員へ

周知徹底を図った。 

また、当該工事の担当課においては、所属

職員を対象に研修会を開催した。 



 

 

する場合の共通費の積算については、公

共建築工事積算基準等資料に基づき適

正に行われたい。 

ウ 施工地域、工事場所を考慮した共通仮

設費率及び現場管理費率の補正を適正

に行うべきもの 

［都市局：昭和の森球技場防球フェン 

ス設置工事、花島公園緑園ゾーン整備工

事］ 

本市の土木工事積算基準によると、共

通仮設費率及び現場管理費率について

は、施工地域、工事場所を考慮した補正

値を加算するものとされている。 

しかしながら、当該工事２件において

は、当該工事場所が市街地の区分に該当

しないにもかかわらず、共通仮設費率及

び現場管理費率に市街地の補正値を加

算していた。 

共通仮設費率及び現場管理費率の補

正については、土木工事積算基準に基づ

き適正に行われたい。 

 

 

 

 

 

 

共通仮設費率及び現場管理費率の補正に

ついては、平成２９年８月１７日に公園緑地

部長から公園緑地部各所属長に対し文書で

通知し、土木工事積算基準に基づき適正に行

うよう、所属職員へ周知徹底を図った。 

（２）施工について改善すべき事項 

ア 特定建設作業の実施の届出を適正に

行うべきもの 

［都市局：旧千葉市立高浜第二小学校屋

内運動場非構造部材等耐震対策外工事、

千葉市立草野中学校外１校校舎外外壁

改修外工事、千葉市消防団第１６分団１

部器具置場改築工事、千葉市桜木霊園旧

火葬場煙突解体工事、（仮称）高洲市民

プール・体育館改築電気設備工事、（仮

称）高洲市民プール・体育館改築給排水

設備工事］ 

千葉市環境保全条例によると、特定建

設作業を伴う建設工事を施工しようと

する者は、当該特定建設作業の開始の日

の７日前までに定められた事項を記載

した特定建設作業実施届出書により市

長に届け出なければならないとされて

いる。 

しかしながら、当該工事６件において

は、特定建設作業を伴う建設工事である

にもかかわらず、特定建設作業実施届出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定建設作業の実施の届出については、平

成２９年５月９日に建築部長から建築部工

事担当課長に対し文書で通知し、千葉市環境

保全条例に基づき適切に届出を行うよう、所

属職員へ周知徹底を図った。 

また、当該工事の担当課においては、所属

職員を対象に研修会を開催した。 



 

 

書を届け出ていなかった。 

特定建設作業の実施の届出について

は、千葉市環境保全条例に基づき適正に

行われたい。 

イ 高所作業時における作業員の安全を

確保すべきもの 

［都市局：千葉市桜木霊園旧火葬場煙突

解体工事］ 

労働安全衛生規則によると、事業者

は、高さが２メートル以上の作業床の

端、開口部等で墜落により労働者に危険

を及ぼす箇所には、労働者に安全帯を使

用させる等墜落による労働者の危険を

防止するための措置を講じなければな

らないとされている。 

しかしながら、本工事においては、高

さ３０メートルの煙突の頂部から高さ

１０メートルの位置まで、手作業により

解体していたにもかかわらず、安全帯を

使用させる等墜落による危険を防止す

るための措置を講じていなかった。 

高所作業においては、労働安全衛生規

則に基づき適正に行われたい。 

 

 

 

 

高所作業時における作業員の安全確保に

ついては、平成２９年５月９日に建築部長か

ら建築部工事担当課長に対し文書で通知し、

労働安全衛生規則による墜落防止措置を講

じるよう、所属職員へ周知徹底を図った。 

また、当該工事の担当課においては、所属

職員を対象に研修会を開催した。 

ウ 工事現場における確認の表示を適正

に行うべきもの 

［都市局：千葉市消防団第１６分団１部

器具置場改築工事、旧千葉市立高浜第二

小学校屋内運動場非構造部材等耐震対

策外工事、千葉市動物公園子どもゾーン

ウマ舎新築外工事、千葉市中央消防署宮

崎出張所改築工事］ 

建築基準法によると、建築主事から確

認済証の交付を受けた建築物の工事の

施工者は、当該工事現場の見易い場所

に、国土交通省令で定める様式によって

表示をしなければならないとされてい

る。 

しかしながら、千葉市消防団第１６分

団１部器具置場改築工事外１件におい

ては、工事現場における表示を掲げず、

千葉市動物公園子どもゾーンウマ舎新

築外工事外１件においては、異なった様

式のものを表示していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事現場における確認の表示については、

平成２９年５月９日に建築部長から建築部

工事担当課長に対し文書で通知し、建築基準

法に基づき適正に行うよう、所属職員へ周知

徹底を図った。 

また、当該工事の担当課においては、所属

職員を対象に研修会を開催した。 



 

 

工事現場における確認の表示につい

ては、建築基準法に基づき適正に行われ

たい。 

 


